
歴史的問題点 
 日露戦争に勝利して強国となってい
た当時の日本は、１９０５年に竹島編入を
閣議決定しました。当時、日本の属国状

得なかったとされています。
態だった韓国はこの決定を容認せざるを

 

政治的問題点 
 アメリカにとって韓国と日本は同盟
国です。そのため韓国が違法に実効
支配している事について事実上容認
しており、日韓両国に強く抗議できな
い背景があります。 

法的問題点 
 日本がポツダム宣言受諾後、ＳＣＡＰ
ＩＮ＊では日本領から竹島は除外、サ
ンフランシスコ講和条約で日本は「朝
鮮の独立承認、領土を放棄する」としま
した。これに竹島が該当するかが争点。
講和条約には竹島を日本領と明記して 

歴史的問題点 
 日露戦争の賠償で南樺太までを割譲
したロシアが、1945年8月9日対日参戦し、
同年9月5日までに北方四島を不法占拠
しました。占領は完全に無血で行われま
したが、同地域がカイロ宣言に該当する
か、四島が千島列島に含まれるかも問題

 

政治的問題点 
 ロシアとの平和条約締結が問題解決
の道だが、同条約成立条件にアメリカ軍
の完全撤退など難しい条件があります。

 

 不法占拠から半世紀、ロシアのクリル
政策など北方領土に対する大規模開
発が始まりました。 

法的問題点 
 国際連合の設立とソ連の対日参戦
などについて協議された「ヤルタ会談」
を履行する形で、日ソ中立条約を一
方的に破りソ連が対日参戦しました。 
 その後、北方四島は不法占拠され、
現在に至っています。 
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日本国政府の見解 
 竹島は歴史的事実に照らしても、かつ
国際法上も我が国固有の領土です。 
韓国による占拠は国際法上何ら根拠のな
いまま行われている不法占拠となります。 

 韓国側からは日本が竹島を実効的に支
配した以前に同島を支配していた根拠は
示されていません。 

日本国政府の見解 

 
歴史的に日本は、ロシアより早く北方四
島の存在を知り統治を完了しました。しか
しＷＷⅡの末期、日ソ中立条約に違反し
てソ連が対日参戦し、日本人を強制退
去させ不法占拠を開始し、現在も続いて
います。↓ 

 

 ↑サンフランシスコ平和条約にロシア
が署名しておらず、同条約の権利を主張
できない状態でいることなどから現在も日
本はロシアと平和条約が締結出来ていま
せん。日本政府は、強い意志でロシアと
の北方領土問題を解決し、平和条約の
締結を目指しています。  
 
 

＊は１３ページ「用語集」を参照 7 

         日本の危機 

平成２３年度、毎日のように繰り返されてた中国や台湾、ロシアなどによる日本への領空侵犯 
その回数は年間どれくらいでしょうか？ 

１．年間 ５０回     ２．年間 ２００回     ３．年間 ４００回以上 

外務省 竹島問題あ URL http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/takeshima/ 

北方領土問題 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/hoppo/index.html 
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新潟在住 
韓国人留学生のコメント② 
 独島（竹島の韓国名）は韓国の島で
す。その韓国の島を日本のモノだとい
うのはおかしいと思います。日本は早く
考えを改めて独島の領有について撤
回するべきです。 

新潟在住 
ロシア人留学生のコメント 
 ロシアの首都モスクワ近郊の出身で
すが、モスクワから見たらとても遠い極
東地域の事で、よくわかりません。領土
問題は学校でもほとんど教えていません
し、あまり興味がありません。 

新潟在住 
韓国人留学生のコメント① 
 そもそも韓国の領土である独島（竹島
の韓国名）について日本との間に「領土
問題」は存在しないと韓国の学校で習
いました。 

答えは１３ページ 

２０１３年度 一般社団法人新潟青年会議所 祖国愛醸成委員会 国際問題に関する報告書

いません。

です。

HP

外務省あ URLHP

 硫黄島は、行政区分上は東京都小笠原村に属し

歴史的問題点 
 日清戦争末期、日本が勝利確実の状況
下で、徳川幕府時代には清国に対する配
慮から延期されていた国標建設がなされま
した。これには日清戦争で台湾を領土とし
た日本に、列強が台湾領有に反対すると
予測して、台湾と日本の国境を明示する狙
いがあったとされています。 

法的問題点 
 ＷＷⅡ終了後、サンフランシスコ平和
条約によって尖閣諸島は日本の領土とさ
れています。その後、1992年に中国が尖
閣諸島、西南諸島、南沙諸島を中国の
領海であると規定した「領海法」＊を独
自に施行し、国境を接する日本との間で
問題となっています。 

日本人なのに行く事が出来ない硫黄島（いおうとう） 

         

 

日本国政府の見解 
 尖閣諸島が日本固有の領土であるこ
とは国際法上にも歴史的にも明らかであ
り、尖閣諸島における領土問題はそもそ
も存在しません。 
 周辺海域に石油資源が埋まっているこ
とが指摘された１９７１年から、中国政府と
台湾当局が領有権を主張しています。 
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外務省ＨＰ  日中関係（尖閣諸島をめぐる情勢） URL http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/senkaku/index.html 
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政治的問題点 中国と台湾が尖閣諸島
の領有権を主張した動機の第一は、海底資
源の発見です。発見以前は同諸島の領有
を問題にせず、中国の発刊物にも尖閣諸島
を日本領と記載しています。しかし1972年周
恩来（しゅうおんらい）首相が「石油が出るか
らこれが問題となった」と発言、尖閣は海底
資源をめぐる問題となっています。 

新潟在住 
中国人留学生のコメント② 
 何故日本はＷＷⅡについて一度も謝
罪しないのか？過去の過ちを認めるべ
きです。さらに尖閣諸島についても中国
に早く返還するべきです。 

新潟在住 
中国人留学生のコメント① 
 中国の学校では反日教育をしていま
す。日本は戦争で悪いことをして私たち
の先祖をたくさん殺した悪い国だと習い
ました。 
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２０１３年度 一般社団法人新潟青年会議所 祖国愛醸成委員会 国際問題に関する報告書

 ています。その小笠原諸島の南
端近くに所在し、東西に８km・南北に４kmの島です。今現在も立ち入りがアメリカ軍
によって制限されており民間人の上陸は禁止されており、正式名称は「いおうとう」です。
 ＷＷⅡでアメリカ軍が「いおうじま」と読み、本当の読み方が忘れられていました。 
戦時中最大の激戦地であった島内は、いたるところに戦争の傷跡が残ります。最高
峰の摺鉢山は米軍の砲火により火口の半分を失いました。海岸には多くの沈船が今
も残り、故郷に帰ることのできない多くの遺骨が現在も埋まっています。      。 
 約２万２千人の戦没者のうち国内最多数の約 で、遺骨帰還につ

              。 
 島の中央に位置する滑走路の下には多くの遺骨が有る事が推測されることから防
衛相及び厚生労働省は滑走路引きはがしを検討する調査費用を計上しましたが現
在までに実現はしていません。                           。 

３千 が未送還１万 柱
いて政府一体となって取り組むために、２０１０年８月に関係省庁が参加する「硫黄島か
らの遺骨帰還のための特命チーム」が設置されました。




